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女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画 

 男女ともに全職員が活躍できる雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。 

１．計画期間 

   令和６年９月１日～令和１１年８月３１日 

２．目標と実施時期・取組内容 

目標１ 

パート採用の女性職員を１人以上正社員登用する。 

＜実施時期・取組内容＞ 

● 令和 6年 9月～ パート採用職員向けのキャリアアップ研修の内容の検討を行う。 

● 令和 7年 2月～ 研修内容の周知及び研修受講希望者の募集を行う。 

● 令和 7年 4月～ 年に１度、キャリアアップ研修を実施する。 

● 令和11年 8月～ 正社員登用の基準を明文化する。 

 

目標２ 

全職員の有給所得率を７０％以上とする。 

＜実施時期・取組内容＞ 

● 令和 7年 4月～ 管理職が率先して有給休暇を取得できるように、業務の効率化を検討する。 

● 令和 8年 4月～ 効率化する業務を決定し、実際に業務の見直しの取組を開始する。 

● 令和 9年 4月～ 有給所得率を集計し、有給所得率向上のための取組を検討する。 

● 令和11年 8月～ ワークライフバランスを実現するための制度を導入する。 

 

目標３ 

全職員の平均時間外労働時間を３６０時間未満とする。 

＜実施時期・取組内容＞ 

● 令和 7年 4月～ 管理職が率先して時間外労働を削減できるように、業務の効率化を検討する。 

● 令和 8年 4月～ 効率化する業務を決定し、実際に業務の見直しの取組を開始する。 

● 令和10年 4月～ 時間外労働時間を集計し、時間外労働時間削減のための取組を検討する。 

● 令和11年 8月～ 柔軟な働き方を可能にする制度を導入する。 


